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令和７年度千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援制度 募集要項（追加募集） 

 

千葉市では、地域経済活性化及び夜間におけるにぎわいの創出のため、令和元年度から千葉市ナイ

トタイムエコノミー推進支援制度を創設し、事業者の皆様が実施する事業を支援しています。 

 このたび、令和７年度の追加募集を開始します。皆様からの魅力的な事業のご提案を期待しており

ますので、ご検討のほど、よろしくお願いします。 

 

プレエントリー 期間：令和７年（２０２５年）５月７日（水）～５月３０日（金） 

※申請手続き（本申請）に先立ち、プレエントリー（事前申請）が必要です。 

 

本 申 請 期 間：令和７年（２０２５年）５月１９日（月）～６月２０日（金） 

※千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援制度要綱（以下「制度要綱」という。）及び 

令和７年度千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援制度募集要項（追加募集）（以下 

「募集要項」という。）等をよく読み、記載例を参考に、適正な書類提出及び報告等 

を行ってください。 

 

補助対象事業実施対象期間：支援決定の日から令和７年（２０２５年）１２月３１日（水） 

             ただし、年末年始を活用する等の事業においては、令和８年（２０２６

年）１月３１日（土）まで 

 

１ 募集テーマ 

夜の千葉市のまちめぐりコンテンツの創出 

 

２ 対象事業者 

（１）会社 

会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に規定する会社をいう。 

（２）一般社団法人 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）に基づいて設立され 

る社団法人をいう。 

（３）一般財団法人 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）に基づいて設立され 

る財団法人をいう。 

（４）公益社団法人 

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）第２条第１ 

項第１号に規定する公益社団法人をいう。 

（５）公益財団法人 

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）第２条第１ 

項第２号に規定する公益財団法人をいう。 

（６）商業団体 

商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）第５条第１項に規定する商店街振興組合、中 

小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条第１号に規定する事業協同組合及び経 

済事業を行う任意の団体で市長が認める者をいう。 
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（７）特定非営利活動法人 

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に基づいて設立される特定非営利活動法人を 

いう。 

（８）その他市長が必要と認める団体（上記(1)～(7)以外の法律で定める法人など。）。 

 

※ただし、次のいずれかに該当する者は、支援対象者に該当しないものとし、支援期間終了までの間

に、新たに次の各号のいずれかに該当した者は、将来にわたり支援対象者の資格を失うものとしま

す。 

①暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規 

定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」 

という。）がその事業活動を支配する者 

②代表者又は役員が暴力団員である者 

③暴力団又は暴力団員に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維 

  持運営に協力し、若しくは関与していると認められる者 

④風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第５ 

項に規定する性風俗関連特殊営業を営む者 

⑤宗教活動又は政治活動を目的とする者 

⑥公序良俗に反する等、市長が不適当と認める者 

 

３ 対象事業 

千葉市におけるナイトタイムエコノミー推進に資する事業で、次の各号に掲げる要件をすべて満 

たす事業とします。会場とオンラインの参加を組み合わせたハイブリット開催をする場合は、オン

ラインならではの工夫や取組みを取り入れた事業が望ましい。 

（１）当該事業に千葉市が共催していないこと。 

（２）市内外からの誘客が見込める事業であること。 

（３）千葉市内で行われること。 

（４）事業の主たる実施時間帯が、日没から日の出までの時間帯であること（日没前からの継続コン

テンツを含む。）。 

（５）店舗等での通常の営業等ではなく、新規の事業であること、又は過去に開催したことのある事

業にあっては、前回からの改善又は拡充をしていること。 

（６）当該事業について、千葉市からの補助金、負担金等の財政的支援を受けていないこと。ただ

し、前年度において新たに本制度の支援を受けた事業（令和６年度支援事業）で、前年度の結果

及び市若しくは審議会からの指摘を踏まえた改善又は拡充をしている場合は、支援の対象とす

る。 

  ※令和６年度以前に本制度による支援を受けた事業や、市から他の財政的支援を受けたことの 

ある事業の場合は、内容等の異なる別の事業であること。 

（７）次年度以降は、参加者から徴収する料金又は協賛等にて、事業を継続できる見込みがあること。 

（８）支援事業の周辺エリア等の回遊を促進するための創意工夫（支援事業の実施中又は実施後にお

いて、開催地及び周辺地域に、消費及びにぎわいを創出する工夫）がなされていること。 

（９）開催場所等について、施設管理者等と事前協議し、開催可能であるかを確認すること。 

（10）当該事業の開催により、騒音や混雑等の影響が想定される開催場所周辺の住民や事業者等に、 

開催内容等を記載したチラシを配布するなどして事前周知をすること。 



3 

（11）支援決定の日から令和７年（２０２５年）１２月３１日までに完了する事業であること。ただ 

し、年末年始を活用する等の事業においては、令和８年（２０２６年）１月３１日までに完了す 

るもの。 

※ただし、次の①～③に掲げるすべての要件に該当する事業を新規の事業として申請した場合、申請

要件を満たさないものとして受け付けないことがあります。 

①令和６年度以前に、本制度による支援（以下「当該支援」という。）を受けた事業者又はその構成 

員が実施する事業 

②当該支援を受けた事業と類似するものと市が判断する事業 

③当該支援を受けた事業を、令和７年度に継続しない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば、次のような取組みを通じて、消費に繋げていただきたいと考えています。 

＜事業提案のイメージ＞ 

・夜間照明、プロジェクションマッピング、ステージ、屋台又はオープンバーの設置等によっ

て、通常の景観の異なる空間を演出すること又は特徴的な建造物若しくは空間等の夜間利用

を行う取組み。 

・図書館、美術館などの文化施設を用いた、夜間ならではの文化的な取組み（夜の読書会や演劇等）。 

・夜間の各種自然体験ツアー（星空ツアー等） 

・商業者等が連携して行う夜間ならではの取組み（スナック・バー巡り、異業種交流会、街コ

ン、ナイトバザール等） 

・早朝のアクティビティ（宿泊を誘発できるもの） など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞ 

◆千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援事業 

 【URL】https://www.city.chiba.jp/keizainosei/keizai/kikaku/nighttime/index.html 

◆一般社団法人ナイトタイムエコノミー推進協議会 

 【URL】https://j-nea.org/ 

ちば富士見屋台横丁（令和元年度） MAKUHARIBAY-PARKFESTA2022（令和 4 年度） 

バー巡り（イメージ図） 異業種交流会（イメージ図） 

https://www.city.chiba.jp/keizainosei/keizai/kikaku/nighttime/index.html
https://j-nea.org/
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４ 支援内容 

（１）関係者調整 

事業実施場所となる公共施設の施設管理者等との調整を支援します。 

なお、プレエントリーの段階で、施設管理者等の連絡先が分からず、事前協議がお済みではな 

い場合は、お申し出ください。連絡先をお伝えしますので、まずは施設管理者等と事前協議をし 

てください。 

また、市が支援事業を後援します。 

※公園や市の施設等を使用する際、市の後援が必要となる場合がありますので、施設管理者等 

 にご確認ください。 

（２）補助金の交付 

支援事業に要する経費を補助します。 

ア 補助対象経費 

（ア）ソフト事業 

ａ 音楽・文芸・美術費  ｂ 舞台費  ｃ 印刷費  ｄ 謝金・人件費 ｅ 宣伝費 

ｆ 記録費  ｇ 通信費  ｈ 旅費  ｉ 交通手段の確保に関わる経費 

（イ）ハード事業 

ａ 工事請負費  ｂ 会場費・演出機材費  ｃ 感染症拡大防止対策費 

イ 補助金の額 

（ア）補助金の交付申請額 

ａ 新規の支援事業 

補助金の交付申請額は、補助対象経費の２分の１以内の額で、５００万円を上限としま 

す（千円未満は切り捨て。）。ただし、ソフト事業及びハード事業それぞれの交付申請額の     

上限は、２５０万円とします。 

ｂ 前年度支援事業（令和６年度支援事業） 

補助対象経費の２分の１以内の額で、３００万円を上限とします（千円未満は切り捨 

て。）。ただし、前年度に収益が生じた場合、３００万円から収益分を差し引いた額を上限 

とします。 

 なお、ソフト事業及びハード事業それぞれの交付申請額の上限はありません。 

※収益分とは、前年度の事業報告書（様式第７号の２）に記載の収入総額から支出総額を 

引いたものをいう。 

（例）前年度事業収益２００万円の場合 

補助対象経費の１／２以内、上限１００万円 

※本年度募集時点でのものです。予算状況等により見直しする可能性がありますので、 

ご承知おきください。 

（イ）補助金の交付決定額 

補助金の交付決定額は、予算の範囲内で、千葉市ナイトタイムエコノミー推進審議会の 

答申を受けて決定するため、交付申請額どおりにならない場合があります。 

この場合においても、事業は当初計画どおりに実施することを基本としますが、申請額と

交付決定額が著しく乖離するなど、実施が困難な場合は、市にご相談ください。 

（ウ）事前交付 

制度要綱第１５条の規定に基づき、交付決定額の１／２以内で、１回のみ、事前交付する 

ことができます。 

（エ）補助金の額の確定 

補助金の額の確定は、実績報告書及び必要な調査により、補助金の交付決定の内容及び 

これに付した条件等に適合すると認めたときに、補助金の額を確定します。 

そのため、交付決定額どおりにならない場合がありますので、ご了承ください。 
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（３）プロモーション支援 

支援事業は、市の後援事業となるほか、市の広報媒体等でのプロモーション支援を行うことを 

予定しています。プロモーション支援に当たり、過去に実施した際の写真やイメージパース等の 

提出のほか、掲載内容の確認等をお願いすることがありますので、申請の段階でご準備をお願い 

します。 

以下は、プロモーションの例になります。広報の時期や状況により、実施できないこともあり 

ますので、ご承知おきください。 

（例）プレスリリース、ちば市政だより、市ホームページ（イベントカレンダー）、ナイトタイム 

エコノミープロモーションWEBサイト、ラジオ告知、市が管理している施設や掲示板等でのポ

スター掲示など 

 

５ 本市施策のプロモーションへの協力について 

本市の各種施策を広く PR するために、支援事業の実施に当たっては、次の事項についてご協力 

をお願いします。 

（１）事業者が作成する特設サイトやチラシなどに、ナイトタイムエコノミープロモーション WEB

サイトのバナーや QR コード掲載を行う。 

（２）令和７年度は、千葉開府９００年記念事業として、各地域で様々な取り組みが行われる予定で

す。千葉開府９００年記念事業との連携を図るため、以下の項目について、ご協力をお願いしま

す。 

ア 事業名を「千葉開府９００年記念・〇〇〇」とする。 

イ 各種広報物に千葉開府９００年記念のロゴマーク及びキャッチコピーをつける。 

ウ 千葉開府９００年記念のメンバーシップ制度に登録する。 

（登録いただける場合、千葉開府９００年記念特設サイトへの掲載などの広報支援を実施しま

す） 

エ 事業実施時に、千葉開府９００年記念の機運醸成になるような内容を追加する。 

（例えば、イベントの会場に千葉開府９００年記念のぼり旗を掲げるなど。のぼり旗は担当 

課が貸し出します。） 
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６ 申請の流れ 

     

申請者 千葉市

※支援決定後、事業の変更、中止又は廃止を行う場合【千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援制度要綱第11条】

　提出書類：事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第４号）

※補助金の事前交付を希望する場合【千葉市ナイトタイムエコノミー支援制度要綱第15条】

　条　　件：1回のみ、交付決定額の1/2以内

　提出書類：補助金事前交付請求書（様式第10号）、決定通知書の写し、資金計画書

申請書（様式第1号）
＜添付書類＞

・事業計画書（様式第１号の２）

・事業の内容が分かる企画書等の書類

（事業実施がイメージできる写真やパース

を添付）

・要件申立書（様式第１号の３）

・定款又はこれに準ずる書類及び役員名簿

・登記事項証明書（３か月以内のもの）

・納税証明書

・直近１期分の決算書類

・規約又は会則、会員（役員）名簿及び

構成団体一覧

※実行委員会の場合

決定通知書（様式第2号）

実績報告書（様式第7号）
＜添付書類＞

・事業報告書（様式第7号の２）

・事業経過及び成果が分かる書類

・収支に係る証拠書類（領収書、契約書、

請求書等）の写し

・領収書と対応した内訳書

・その他市長が必要と認める書類

①支援申請
5/7（水）～６/２０（金）

④事業実施

②審査
７月中旬～７月下旬

③支援の決定
（交付金額の決定）

７月下旬～8月上旬

⑤実績報告 ⑥報告内容確認

第１回：R7.11月

⇒補助金の支払予定：R8.1月頃

第２回：R８.1月

⇒補助金の支払予定：R８.3月頃

最 終：R８.３月

⇒補助金の支払予定：R８.4月頃

⑦補助金額確定
（精算額の決定）

補助金額確定通知書（様式第8号）

⑧交付請求

補助金交付請求書（様式第9号）

⑨補助金の支払い

千葉市ナイトタイムエコノミー

推進審議会に諮問答申

プレゼンテーション審査
７月中旬～７月下旬

千葉市ナイトタイムエコノミー

推進審議会に諮問答申

プロモーション支援

（１）ちば市政だより

校正：事業の実施時期によります。

（２）プロモーションWEBサイト掲載

校正：事業の実施時期によります。

（３）ポスター掲示

校正：事業の実施時期によります。

など

プレエントリー

５/７（水）～５/３０（金）

本申請

５/１９（月）～６/２０（金）
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７ プレエントリー（事前申請） 

  申請手続き（本申請）に先立ち、プレエントリー（事前申請）が必要です。 

（１）提出書類：１枚 

令和７年度千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援制度事前申請書（追加募集） 

（２）提出期限 

令和７年（２０２５年）５月３０日（金）午後５時 

（３）提出方法 

メールによりご提出ください。（提出先：promotion.eae@city.chiba.lg.jp） 

 

８ 申請手続き（本申請）  

  プレエントリーを行った事業者のみ本申請をすることができます。 

（１）提出書類 

  ア 申請書（様式第１号） 

  イ 事業計画書（様式第１号の２） 

  ウ 事業の内容が分かる企画書等の書類 

    ※提出段階で確定していない事項は、「（予定）」と付記してください。 

    ※事業実施がイメージできる写真やパースを添付してください。 

  エ 要件確認申立書（様式第１号の３） 

  オ 定款又はこれに準ずる書類及び役員名簿 

  カ 登記事項証明書（３か月以内のもの） 

  キ 誓約書（様式第１号の４） 

  ク 千葉市税情報閲覧同意書（様式第 1号の５） 

  ケ 直近１期分の決算書類 

コ 規約又は会則、会員（役員）名簿及び構成団体一覧 

  ※実行委員会の場合 

※行政手続の効率化・簡略化のため、申請書等への代表者による署名及び押印を省略することがで 

きます。その場合は、観光プロモーション課に申請に来た方が、当該法人に所属していることを

確認するため、身分証等（国民健康保険被保険者証、年金手帳、当該法人が発行した身分証明書

（社員証）等）の提示をお願いします。 

（２）提出期限 

令和７年（２０２５年）６月２０日（金）午後 5時 

（３）提出方法 

持参によりご提出ください。 

（提出先：千葉市 経済農政局 経済部 観光プロモーション課 

     〒２６０－８７２２ 千葉市中央区千葉港 1番 1号 千葉市役所７階） 

例年、期限内に提出されても不備が多く見受けられますので、お早めにご提出をお願いします。

期限までに提出書類が整わない場合は、審査の対象外となりますので、ご注意ください。 

 

９ 審査 

受付期間中に応募のあった事業について、千葉市ナイトタイムエコノミー推進審議会にて、審査 

を行います。補助申請額により審査方法が異なりますので、よくご確認ください。 

評価は点数制とし、最も合計点数の高いものから支援を決定します。 

（１）審査の実施 

ア 補助申請額１００万円以上の事業 

応募者ごとに時間を指定し、プレゼンテーション（１０分程度）及びヒアリング（１５分程
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度）により審査します。プレゼンテーションに参加できる人数は３人までとし、説明は提出書

類を使用してください。プレゼンテーションに、提出書類以外の資料は使用できませんのでご

注意ください。（パソコンやプロジェクターは市で準備します。） 

プレゼンテーションの詳細は以下のとおりです。 

（ア）日時 

令和７年（２０２５年）７月中旬～下旬 

※審査日については、別途、市からご連絡します。 

（イ）場所 

     千葉市役所 会議室 

     ※審査会場については、別途、市からご連絡します。 

  （ウ）その他 

応募多数の場合は、事前にプレゼンテーション及びヒアリングを実施する事業の絞り込み

を行います。なお、その場合は、プレゼンテーション時に説明を予定していた事項等を記載

した書類の追加提出を求めることがあります。 

  イ 補助申請額１００万円未満の事業 

    提出書類の内容を審査します。 

※審議会から要望があった場合、市がヒアリングを行います。 

（２）審査員 

   千葉市ナイトタイムエコノミー推進審議会（委員数：６人 令和７年４月現在） 
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（３）審査基準 

   審査に当たっては、次に掲げる評価項目ごとの評価の着眼点をもとに審査するものとする。 

№ 
評価項目 

評価の着眼点 

（主として評価する内容） 
配点 計 

１ 企画力 

・コンセプト 

魅力的なストーリー、コンセプトを有しているか。 

― ２５ 

・ターゲット 

ターゲット設定は適切であるか。 

・開催場所の活用、創意工夫 

地域性（開催する場所・地域ならではの魅力を生かす提案か。） 

魅力的な景観の形成（場や空間の通常とは異なる景観演出をし

ているか。） 

・新奇性 

新規性、独創性があるか。 

２ 
消費につなが

る仕組み 

・イベント内における消費につながる仕組み 

イベント参加者の増加や参加者の消費喚起に繋がる工夫をし

ているか。 

10 

２５ 
・地域との連携等による回遊を促進するための創意工夫 

（事業の実施中、又は実施後において、周辺地域に消費及び賑

わいを創出する工夫） 

15 

３ 
継続性及び 

発展性 

・継続性 

次年度以降も事業を継続するための具体的な計画が検討され

ており、実現可能なものと判断されるか。 

10 

２５ 

 

・収支計画 

収支計画が適正か、協賛金収入以外の収益源を確保している

か。 

10 

・参加者の声を聞く仕組み 

事業を継続・改善・拡充するために十分な参加者アンケート方 

法等を有しているか。 
5 

４ 実現性 

・運営体制 

計画どおり実施可能な体制を有しているか。（関係者との協議

が進んでいるか、悪天候への対応ができるか等。） 

5 

２０ 

・スケジュール 

実現可能なスケジュールであるか。 
5 

・安全、安心 

安全に事業が実施できる環境が整えられているか。また、地域

住民等による事業実施への理解（事業実施への理解を得るた

め、開催場所周辺の住民等への周知を検討しているか。） 

5 

・類似事業実績 5 

５ 
プロモーショ

ン 

・プロモーション内容 

ターゲットに訴求する効果的なプロモーション内容及び方法

を有しているか。 

― １０ 

６ 提案全体 
・提案全般の魅力についての評価 

・プレゼンテーションでの対応など 
― ５ 

合計 110 
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（４）審査方法 

  ア 審査員は、（３）審査基準に基づいて審査をし、主として評価の着眼点の内容について、評価

項目毎に採点する。 

  イ 委員全員の合計点が６割以上に達したものを選定の対象とする。 

    参加申込者が１者のみの場合は、委員全員の合計点が６割以上に達した場合に選定対象とする。 

  ウ 合計点が同点となった場合は、以下の評価手順により選定する。 

（ア）「企画力」、「消費につながる仕組み」及び「継続性及び発展性」の項目の合計点が高いこと。 

 （イ）委員の議決により、より多数の委員から選定されること。 

  エ 応募事業が次の事項に該当した場合は、失格とする。 

 （ア）「企画力」、「消費につながる仕組み」、「継続性及び発展性」、「実現性」の各項目におい

て、全委員中２人以上４割以下の評価となった場合 

 （イ）評価項目ごとの委員全員の合計点で、２割以下の評価項目が１項目以上あった場合 

 （ウ）その他、事業を遂行するに当たり、著しい問題があると市が判断した場合 

  オ 審査結果は、市ホームページで公表する。ただし、支援を決定した事業のみを公表すること

とし、申込者には別途郵送により通知する。申込者本人が自らの審査内容について開示を希望

する場合は、通知日から２週間以内に観光プロモーション課へ来庁の上、その旨を申し出るこ

ととし、その際は当該申請者が提出した事業計画における各評価項目の合計点を開示する。 

（５）結果通知 

ア 通知日 

令和７年（２０２５年）７月下旬～８月上旬（予定） 

具体的な通知日については、別途、市からご連絡します。 

イ 通知方法 

    申請者に対して、支援の決定の有無に関わらず、通知書により通知するとともに、支援決定

事業については、プレスリリース及び市ホームページで公表します。 

 公表に当たって、応募書類の一部を利用する場合がありますので、ご了承ください。 

 

10 支援が決定した事業の変更等 

   支援が決定した事業の内容、補助対象経費又は遂行計画を、変更、中止又は廃止する場合には、

千葉市ナイトタイムエコノミー推進事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第４号）を市に提出

してください。必要に応じて審議会で申請内容を審査し、承認の可否を通知します。 

   ただし、事業の趣旨、目的及び補助金の交付決定額に影響を及ぼさないと認められる変更であっ

て、補助対象経費総額の２０％以内の変更については、この手続きを省略できるものとしますが、

軽微な内容であっても変更が生じる場合は、市に報告してください。 

 

11 実績報告 

事業が終了したときは、下記（１）の提出期限までに、（２）の書類の提出により、実績報告を 

お願いします。千葉市ナイトタイムエコノミー推進審議会において、事業申請時、変更承認申請時 

又は状況報告時の計画どおりに実施しているか等について審議し、補助金の額を確定します。 

なお、支援事業の実績報告に当たっては、来場者数の他、事業実施による経済効果を検証するた

め、開催地及び周辺地域への経済波及効果（事業実施期間における支援事業周辺の事業者の売上な

ど）等の具体的な数値の報告が必要です。また、日没前から実施される事業においては、日中と日没

後に分け、来場者数等の報告をしてください。来場者数等の報告がない場合、補助金の支払いができ
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ないことがあります。 

例年、期限内に提出されても不備が多く見受けられますので、お早めにご準備をお願いします。 

期限までに実績報告が提出されない場合、補助金の支払いはできません。 

（１）提出期限 

各支援事業の完了日等を勘案し、以下の提出期限のうち、いずれかを市が指定しますので、 

必ず実績報告をお願いします。 

なお、具体的な提出日については、別途、市からご連絡します。 

また、上記３（1１）ただし書に該当する事業の場合、この限りではありません。事業完了日を 

勘案し、別途、提出期限をお知らせします。（持参の場合、土、日及び休日を除く午前９時から午 

後５時まで。郵送の場合は締切日に必着。） 

ア 第１回：令和７年１１月 ⇒ 補助金の支払予定時期：令和８年１月頃 

イ 第２回：令和８年 １月 ⇒ 補助金の支払予定時期：令和８年３月頃 

ウ 最終回：令和８年 ３月 ⇒ 補助金の支払予定時期：令和８年４月頃 

※補助金の支払予定時期は、あくまでも目安であり、実績報告の審査状況等により、前後します。 

（２）提出書類 

ア 実績報告書（様式第 7 号） 

イ 事業報告書（様式第 7 号の２） 

ウ 事業経過及び成果が分かる書類 

  ※事業の様子が分かる写真を添付してください。 

エ 収支に係る証拠書類（領収書、契約書、請求書、支出明細等）の写し 

オ 領収書と対応した内訳書 

カ その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

提出書類によくある不備について、留意すべきことと整理してまとめてこの辺りで書けないか？ 

 

（３）注意事項 

ア 事業の全部を委託することは禁止とする。 

なお、事業の一部を委託する場合、申請者が責任を持って、収支を含む事業の細部にわたる 

まで管理すること。 

イ 事業報告書（様式第７号の２）の収支決算に記載した経費と、領収書の金額が一致するよう 

に注意すること。 

ウ 領収書は、経費内訳の確認ができる請求書などとあわせて提出すること。 

なお、収支決算の記載順に並べて提出すること。 

エ 領収書は、必ず「宛名（申請者名）」及び「ただし書」が記載されたものを提出すること。ま 

た、領収日は、決定通知日以降のものであること。 

オ 出演料や日当、謝金等で個人に支払う経費についても領収書が必要であること。 

カ 期限内にすべての領収書の提出が難しい場合又は領収書が発行されない場合は、請求書など

＜実績報告提出に当たってのチェックリスト＞ 

□領収書の宛名は、申請者名となっているか。 

□領収書の但し書きは、正しく記載されているか。 

□領収書の日付は、交付決定通知日以降となっているか。 

□経費の内訳が判別できる資料（請求書等）が添付されているか。 

□経費の内訳は、一式とせず、項目・数量等が把握できるものであるか。 
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支払い内容が分かる書類と支出明細（請求書の宛名と支払者が同一であること）の一式を提出

すること。 

キ 収支予算に対する収支決算を記載すること。予算立てをしていない支出が生じた場合は、制

度要綱「別表 補助対象経費」と照らし合わせて、該当する支出項目であることを確認の上、

記載すること。 

ク 領収書のない又は記載内容に不備のある経費は、補助対象経費から除外し、再計算すること。 

  ケ ポイントを利用した場合、当該ポイント分を補助対象経費から除外すること。 

 

12 補助金の支払い 

原則として、完了払いとします。補助金額確定通知書が届き次第、補助金交付請求書（様式第９ 

号）を提出してください。補助金額交付請求書に基づき、補助金をお支払します。 

 

13 事業の実施及び事務手続きを円滑に進めるための留意点 

（１）事業の実施及び事務手続きに当たり、本制度の要綱や募集要項、関係法令及び会場の使用条件

等の規定を遵守してください。特に、障害者差別解消法の改正により、令和 6 年 4 月１日から障

害のある方への合理的配慮の提供が義務化されましたので、ご留意ください。 

（２）音響については、「千葉市における騒音に係る環境基準」の範囲内となるよう努めるとともに、    

「拡声器放送に対する規制」を遵守してください。 

【URL】「千葉市における騒音に係る環境基準」 

https://www.city.chiba.jp/kankyo/kankyohozen/kankyokisei/sound_kankyokijyun.html 

【URL】「拡声器放送に対する規制」 

https://www.city.chiba.jp/kankyo/kankyohozen/kankyokisei/documents/sound_leaf-

kakuseiki.pdf 

（３）食品については、徹底した衛生管理を行い、火気（発電機を含む）については、徹底した安全管

理を行ってください。 

（４）安全で安心な事業運営のため、会場内を定期的に見回るなど、安全の管理・確保を行ってくださ

い。なお、可能な限り警備員を配置するよう努めてください。 

（５）チラシやホームページ等に、主催者の電話番号などの連絡先を記載し、各種問い合わせや緊急時

に対応できる体制を整えてください。 

（６）補助金の交付決定に当たり、千葉市ナイトタイムエコノミー推進審議会の答申を受け、市から

意見や要望を付す場合があります。その場合、付した意見や要望等に対する対応について、実績

報告時に報告する必要があります。 

  ※意見や要望等を付した場合、市から内容及びその後の対応等について、お知らせします。 

（７）支援事業の実施状況の確認又は効果等の把握のため、市から主催者に対し、進捗状況の報告を

求めることや、調査・ヒアリングを行うことがあります。 

（８）本制度の広報活動又は支援事業のプロモーション支援のため、写真の提供や報告等を求めるこ

とがあります。 

（９）次年度以降の事業継続や、事業の改善・拡充に向け、参加者へのアンケート等により、意見聴

取や分析を行うようお願いします。 

（1０）事業実施による周辺の店舗等への経済波及効果を把握するため、事業実施前及び実施後に当該

店舗等へヒアリングを実施するなどして、客観的な数値が報告できるようお願いします。 

（1１）支援事業の実施に当たり、事故等が生じた場合には、直ちに市に報告してください。 

https://www.city.chiba.jp/kankyo/kankyohozen/kankyokisei/sound_kankyokijyun.html
https://www.city.chiba.jp/kankyo/kankyohozen/kankyokisei/documents/sound_leaf-kakuseiki.pdf
https://www.city.chiba.jp/kankyo/kankyohozen/kankyokisei/sound_kankyokijyun.html
https://www.city.chiba.jp/kankyo/kankyohozen/kankyokisei/sound_kankyokijyun.html
https://www.city.chiba.jp/kankyo/kankyohozen/kankyokisei/documents/sound_leaf-kakuseiki.pdf
https://www.city.chiba.jp/kankyo/kankyohozen/kankyokisei/documents/sound_leaf-kakuseiki.pdf
https://www.city.chiba.jp/kankyo/kankyohozen/kankyokisei/documents/sound_leaf-kakuseiki.pdf
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   また、申請時の連絡先に変更が生じた場合においても、直ちに市に報告をお願いします。 

（1２）補助金の交付に関する一連の通知、関係する帳簿、関係書類及び領収書等の証拠書類等につい

て、補助金の交付を受けた年度終了後、５年間保存してください。 

（1３）本制度の補助金により取得し、若しくは効用の増加した財産を補助金交付の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供する場合は、事前に承認を得る必要があります。 

（1４）本制度の支援終了後、制度に関することや次年度以降の事業継続等について、ヒアリング又は

アンケートを実施する場合がありますので、ご協力をお願いします。 

 

14 問い合わせ・提出先 

千葉市 経済農政局 経済部 観光プロモーション課 

〒260-8722 

千葉市中央区千葉港１番１号（千葉市役所７階） 

TEL：043-245-5066 

FAX：043-245-5558 

   Mail：promotion.eae@city.chiba.lg.jp   
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令和７年度千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援制度事前申請書（追加募集） 

 

               令和   年  月  日 

 

（あて先）千葉市長 

 

            申込者  住 所                 

                 団 体 名                 

                 代表者名                 

                （連絡先電話番号）   （担当名） 

                             －    －            

                （連絡先電子メールアドレス） 

                            ＠         
 

※記名押印又は本人（代表者）が署名してください。 
ただし、押印又は署名以外の方法により本人（代表 
者）からの申請であることを確認できる場合は記名 

     のみで可。 

 

令和７年度千葉市ナイトタイムエコノミー推進支援制度に事前申請したいので、次のとおり事前申

請します。 

 

１ 事 業 名 

  （□ 令和６年度に本制度の支援を受けた場合は、左記の □ にチェックをお願いします。） 

 

 

２ 開催日程 

 

 

３ 開催場所 

 

 

４ 支援を受けようとする事業経費補助の額 

  補助金額    千円、補助対象経費    千円（千円未満切捨） 

 

５ 事業概要 

※事業内容、経済効果及び周辺への波及効果、回遊を促進するための取組などをご記載ください。 

※上記 □ にチェックを入れた場合は、昨年度からの改善又は拡充を含めて以下にご記載ください。 

 

 

 

 


